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2020改正、韓国税法の主な内容（付加価値税分野、
相続税および贈与税分野）

ㅡ1.	付加価値税分野
1)	  不動産信託に関する納税義務者規定の補完（法第10条第8項、施行令案第21条の2）
	

●  	改正前の付加価値税法によると、信託財産を受託者の名義により売買する場合には、原則として
付加価値税の納税義務者は委託者であるが、担保信託において受託者が委託者の債務履行のた
めに信託財産を処分する場合には、受託者が付加価値税の納税義務者になります。改正される付
加価値税法は、納税義務者を受託者とする例外規定に「『都市および住居環境整備法」第27条第
1項または『空き家および小規模住宅の整備に関する特例法」第19条第1項に基づき、指定開発者
として再開発事業・再建築事業または街路住宅整備事業・小規模再建築事業を施行する過程に
おいて信託財産を処分する場合」を追加し（第2号新設）、整備事業を直接遂行する信託会社が付
加価値税の納税義務を履行するようにし、納税の利便性および行政効率の向上を図っています。

● 	  一方、上記のような補完にもかかわらず、付加価値税法は、受託者が信託財産を供給する場合に
限り委託者を供給する者（担保信託等の場合には受託者）として規定しているに過ぎず、受託者が
用役を供給するか供給を受ける場合においては、付加価値税法における供給する者または供給
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を受ける者を誰にするべきかについて明示的な規定がないところ、依然として用役の供給に対し
ては、納税義務者を誰と見るべきか等に関して不明確な部分があります。

2)	控除しない買入税額範囲の明確化（法第39条第1項）
	

● 	  改正前の付加価値税法は、「必要的な記載事項の全部または一部が書かれていなかったり、事
実と異なって記載されていたりする場合、関連買入税額」を売上税額から控除しないと定め、その
解釈において供給価額が事実と異なって記載された場合には、関連買入税額の全部を控除しな
いのか、または実際の供給価額との差額に該当する部分に関連する買入税額を控除しないのか
についてが不明確でした。そのため、改正される付加価値税法においては、供給価額が事実と異
なって記載された場合には「実際の供給価額との差額に関連する買入税額のみ」を控除しないも
のと規定し、控除される買入税額の範囲をより明確にしています。

3)	その他の主な改正内容

イ.	 貸倒税額控除の適用期限の拡大（施行令案第87条第2項）

•	適用期限：供給日から5年以内 → 10年以内

ロ.加算税規定の合理化（法第60条）

•	複数の事業所を有している事業者の加算税負担の緩和（第2項）：二箇所以上の事業所を有して
いる事業者が財貨または用役を供給した事業所ではなく、自己の他の事業所名義で税金計算書
を発給した場合、税金計算書未発給に対する義務違反の程度が軽微なものとみなし1%（従前
2%）の加算税率を適用する。

•	加算税の重複適用排除規定の明確化（第9項）：一つの違反行為に対して加算税が重複適用され
ないように、供給価額過多記載の税金計算書の発給・受取加算税（2%）が適用される場合には、
事実と異なる税金計算書発給の加算税（1%）は適用しない。

ハ. 輸入付加価値税の納付猶予の適用対象の拡大（施行令案第91条の2）

•	輸出中小企業を支援する目的から、輸入付加価値税の納付猶予制度の適用対象を滞納日から15
日以内に滞納税額を納付した場合まで拡大し、申請期限を既存の付加価値税等の届出期限満了
日から1ヵ月以内であったものを3ヵ月以内へと拡大する。
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ニ.合併登記日前に実際に合併した場合、合併法人名義の税金計算書発給の許容（施行令案第56条
第8号新設）

•	合併に関する会計処理実務に合わせて合併期日と合併登記日の間に発生した取引に対しては、
合併法人の名義でも税金計算書を発給・受取できるようにしている。

ㅡ2.	相続税および贈与税分野
1)	 家業相続控除の事後管理基準の緩和（法第18条、施行令第15条）
	

● 	  第18条第2項に基づき家業相続控除を受ける場合、事後管理基準および相続税の追徴を定めて
いる第18条第6項においては、事後管理期間とともに、事後管理期間中の雇用維持基準、業種維
持基準、資産維持基準等が定められています。今回の相続税および贈与税法（以下、「相贈税法」
という。）改正においては、事後管理基準等を以下の通りに緩和する予定です。

•	事後管理期間：10年 → 7年

•	雇用維持基準：① 労働者人員基準 → 労働者人員基準および総給与額基準のいずれかを選択
的に適用、② 中堅企業が労働者人員基準を適用する場合、平均の正社員の労働者数を基準雇
用人員の120%で維持 → 100%で維持等

•	業種維持基準：韓国標準産業分類に基づく小分類内における業種変更の許容 → 中分類内に
おける業種変更および評価審議委員会の審議を経ての中分類外における変更の許容

•	資産維持基準：例外的な資産処分許容事由として許容された業種変更による資産処分および
再取得等の追加

これにより、家業相続控除を受けた相続人が家業の経営を行う際、経済環境の変化に対して比較
的柔軟に対応できるものと見込まれており、上記改正の規定は、2020年1月1日以後に相続開始と
なり控除を受ける分から適用されるものの、雇用維持基準、業種維持基準、資産維持基準の緩和
は、上記改正の以前に家業相続控除を受けた後、事後管理を受けている場合にも適用されます

2)	 筆頭株主の保有株式の割増評価時に適用する割増率の変更（法第63条第3項）
	

●  	筆頭株主が有する株式の評価金額を定めている第63条第3項は、該当株式を第60条または第63
条に基づいて評価した価額に一定の割増率を乗じて計算するように定めています。ところが、改
正された相贈税法は、上記のように筆頭株主の保有株式の評価に適用する割増率に関して、一
般企業の場合には筆頭株主の持分率と無関係に20%を適用し、中小企業の場合には割増評価
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を適用しないものとしています。すなわち、一般企業の発行株式の持分率50%を超えて保有する
筆頭株主の保有株式に対する割増率が30%から20%に減少し、中小企業の筆頭株主の保有株
式に対する割増評価の排除が租税特例制限法に基づいて一時的に行われていたものの、相贈
税法に基づいて恒久的に行われるものに変更されました。これにより、一般企業に対する持分率
50%を超える筆頭株主の株式に関する相続および贈与について、相続・贈与税の負担が減少する
ものと思われ、上記の規定を準用する法人税法上の不当行為計算否認規定（法人税法第52条）、
所得税法上の不当行為計算否認規定（所得税法第101条）等、時価評価と関連する規定に適用さ
れる時価金額も変わるものと思われます。なお、上記のような改正事項は、2020年1月1日以後に
相続が開始される分や贈与を受ける分から適用されます。

3)	 その他の主な改正内容

イ.	 相続税の年賦延納特例対象に関する基準緩和（法第71条第2項第1号、施行令第68条第2項）

•	中小企業または中堅企業の相続を受けた場合には、被相続人および相続人が次の要件を満たす
場合、年賦延納特例の適用が可能になるよう変更される予定である。

区分 要件

対象 中小企業または中堅企業（売上高基準の削除）

被相続人

（持分）5年以上筆頭株主の持分（上場30%、非上場50%）保有

（代表理事）(ⅰ) 家業の営為期間中30%、または、(ⅱ) 5年以上（相続人が被相
続人の代表理事職を承継した場合）、または、(ⅲ) 相続開始日から遡って5年のう
ち3年以上の期間

相続人 相続税届出期間内に役員に就任、2年以内に代表理事に就任

ロ. 名義信託の贈与擬制に対する賦課除斥期間の延長（国税基本法第26条の2第5項第7号）

•	納税者が不正行為として相続税・贈与税を脱税する場合として、名義信託贈与擬制に該当する場
合にも「贈与があったことを知った日から1年」の賦課除斥期間を適用する。

ハ. 特定法人との取引を通じた利益の贈与擬制に関する課税対象法人および株主の一元化（法第45
条の5、施行令第34条の4）

•	特定法人が、欠損法人または黒字法人であるかを区分せず、支配株主等（持分率が最も高い個人
と親族）の特定法人に対する持分率が30%以上である場合、特定法人との取引を通じた利益の
贈与擬制規定が適用される予定である。
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